
  基本情報   調査先の業種別構成比

問１． 貴社では、最近の経済社会情勢について、特に懸念しているものはありますか。
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問２．
貴社では、最近の原油・天然ガスなどのエネルギー価格の上昇により収益にどのような影響を受
けていますか。また、今後省エネにつながる設備投資を実施する予定がありますか。
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問３．
貴社は、サイバー攻撃による被害を受けたことがありますか。また、サイバーセキュリティを確保す
るため、人材を確保し、態勢を整備していますか。
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問４．
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貴社では、今春、賃上げを実施しましたか。実施した場合、実施しなかった場合の理由についても
お答えください。
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問５．
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貴社では、コロナ禍を受けて、事業承継（Ｍ＆Ａを含む）についての考え方に変化はありましたか。
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